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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成していないため、中間連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、第51期は利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏し

い関連会社であり、第52期末からは関連会社がないため、記載を省略しております。 

５ 従業員数に嘱託を含めて記載しております。 

回次 第51期中 第52期中 第53期中 第51期 第52期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) 4,453,219 4,763,429 3,157,671 9,289,410 8,260,727 

経常利益又は経常損失

(△) 
(千円) 20,445 27,888 △72,452 102,147 △34,128 

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失(△) 
(千円) 10,286 △223,437 △76,416 51,976 △278,499 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 1,731,746 1,731,746 1,731,746 1,731,746 1,731,746 

発行済株式総数 (千株) 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 

純資産額 (千円) 7,110,220 6,865,563 6,687,156 7,224,971 6,866,019 

総資産額 (千円) 9,028,682 9,180,766 8,433,608 9,352,712 8,593,217 

１株当たり純資産額 (円) 1,321.99 1,277.06 1,244.81 1,343.66 1,277.54 

１株当たり中間（当期）

純利益又は中間（当期）

純損失（△） 

(円) 1.91 △41.56 △14.22 9.66 △51.81 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 12.00 12.00 

自己資本比率 (％) 78.8 74.8 79.3 77.3 79.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 147,936 95,003 104,751 108,866 238,083 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △4,170 △85,989 △339,229 △65,031 △673,552 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △64,694 △65,058 △65,360 △65,499 △66,079 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(千円) 2,565,241 2,408,581 1,663,117 2,464,505 1,962,956 

従業員数 (名) 128 121 119 126 116 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 上記の従業員数には、嘱託10名を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 当社には、平成17年に結成された労働組合があり、北大阪ユニオンに加盟しております。平成19年９月30日現在

の組合員数は３名です。 

 なお、労使関係については、特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 119 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間期におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景とした設備投資の拡大や、雇用・所得環境の改善に伴う

個人消費の増加に支えられ、景気は回復基調を維持しておりますが、原油の高騰と原材料価格の上昇、米国景気の

下振れリスク等、景気の先行きの不透明感を払拭するには至りませんでした。 

 当業界におきましては、デジタル家電・食品・薬品・化粧品関連・住宅関連の設備投資が旺盛で好調に推移しま

した。 

 このような状況におきまして、当社は、大企業製造業へのセル生産システム装置・画像処理装置、中小企業製造

業への制御機器・システム機器の拡販に努めました。そして、経費削減では、営業所の統廃合、物流の合理化に努

めましたが、平成18年９月30日付けをもってオムロン株式会社インダストリアルオートメーションビジネスカンパ

ニー（以下「ＩＡＢ」という。）との制御機器特販店認定契約を解除したことによる影響で売上高が落込みまし

た。 

 この結果、当中間期の売上高は31億57百万円（前年同期比33.7％減）、営業損失は１億30百万円（前年同期営業

損失９百万円）、経常損失は72百万円（前年同期経常利益27百万円）、中間純損失は76百万円（前年同期中間純損

失２億23百万円）という結果になりました。 

 部門別の状況は次のとおりです。 

 入力機器部門では、デジタル家電関連設備投資、金融関連装置及び半導体関連設備向けのセンサや国内設備投資

の増加に伴うセンサの需要が全般的に好調に推移しましたが、ＩＡＢとの制御機器特販店認定契約を解除した影響

を受けて、売上高は３億50百万円（前年同期比43.9％減）となりました。 

 制御機器部門では、金融関連装置や半導体設備向けのプログラマブル表示器が好調に推移しましたが、需要先企

業の企業再編、海外への生産シフトの影響やＩＡＢとの制御機器特販店認定契約を解除した影響を受けて、売上高

は８億２百万円（前年同期比34.7％減）となりました。 

 出力機器部門では、ＯＡ機器設備向け及び半導体関連設備向けのアームロボット等が好調に推移しましたが、昨

年好調であった半導体関連装置の設備投資の減少もあり、売上高は４億93百万円（前年同期比15.3％減）となりま

した。 

 システム・関連機器部門では、デジタル家電関連の設備投資の検査装置や制御盤受注等が好調に推移しました

が、特定顧客向け品質検査装置が減少したため、売上高は４億35百万円（前年同期比46.4％減）となりました。 

 電子機器部門では、電子通信関連機器用の電子部品や、産業向け駆動機器用及び組み込み用コネクタ等の需要が

好調でした。また、株式会社立花エレテックとのシナジー効果による新商材の販売増加もありましたが、需要先企

業の企業再編や、海外への生産シフト等の影響による減少によって、売上高は６億31百万円（前年同期比38.4％

減）となりました。 

 その他の売上では、高低圧受配電工事やそれに伴う機器及び配線材料等が順調でしたが、前期好調であった電力

関連向け装置の需要が減少したことにより、売上高は４億33百万円（前年同期比9.1％減）となりました。 

 製品につきましては、需要が落ち込み売上高は９百万円（前年同期比19.2％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の獲得１億４百万

円、投資活動による資金の支出３億39百万円、財務活動による資金の支出65百万円により、前期末に比べ２億99百

万円減少し、当中間期末残高は16億63百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 主に売上債権の減少１億28百万円、仕入債務の増加31百万円、法人税等の還付額28百万円等の資金増加に対

し、税引前中間純損失72百万円等の資金減少要因により、１億４百万円の資金獲得（対前年同期比９百万円の

増）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 主に定期預金の預入11億円、投資有価証券の取得１億33百万円に対し、定期預金の払出７億10百万円、有価証

券・投資有価証券の償還・売却１億70百万円等により、３億39百万円の資金支出（対前年同期比２億53百万円の

支出の増加）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 配当金の支払、自己株式の取得による支払により、65百万円の資金支出となり、対前年同期とほぼ同様の支出

となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

 （注） 金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間会計期間における受注実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）商品仕入実績 

 当中間会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 金額は実際仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 生産高（千円） 前年同期比（％） 

電子機器（製品） 9,359 86.9 

事業部門 
受注高 受注残高 

金額（千円） 前年同期比（％） 金額（千円） 前年同期比（％） 

電子機器（製品） 9,268 83.7 414 67.7 

事業部門 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

入力機器部門 300,268 54.5 

制御機器部門 694,333 64.0 

出力機器部門 433,550 85.3 

システム・関連機器部門 365,479 52.0 

電子機器部門 535,463 59.2 

その他 343,708 87.3 

合計 2,672,804 64.5 



(4）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間会計期間において総販売実績の割合が100分の10以上の相手先がないため、主要な販売先は記載を省

略しております。 

３【対処すべき課題】 

 オムロン株式会社インダストリアルオートメーションビジネスカンパニーとの制御機器特販店認定契約を平成18年

９月30日付けをもって解除したことで、当該取引商品の仕入価格に影響を受けることで売上高が落ち込みます。 

 この売上高減少に対し、次のような営業面での取組みを行ってまいります。 

 ①既販売店契約を結んでいるメーカー商品の販売を強化してまいります。  

 ②株式会社立花エレテックとの業務・資本提携によってＦＡ、半導体関連等販売協調ができる分野が数多くあ

り、業務拡大に向けたシナジー効果をあげてまいります。そして、平成19年３月１日付けにて、三菱電機株式

会社機器特約販売店から機器特約店に昇格しましたので、三菱商品の更なる拡販に弾みをつけてまいります。

 ③商品と技術を組み合わせたユニット製品、検査装置やセル生産システム等の販売を行ってまいります。  

 ④市場開拓室を設置し、営業支援活動による新規売上の増大を図ってまいります。  

 経費面では、次のような取組みを行ってまいります。 

①営業拠点の統廃合による賃借料の削減及び営業活動の効率化による経費の削減を行ってまいります。 

②在庫品の管理強化や物流業務の合理化によって、物流経費削減を行ってまいります。 

③すべての経費を費用対効果を考えて見直しを行ってまいります。 

 人材教育では、株式会社立花エレテックとの業務提携を活かし、顧客ニーズに対応できる能力を強化するためのＯ

ＪＴ教育を行ってまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％） 

商品 

入力機器部門 350,980 56.1 

制御機器部門 802,832 65.3 

出力機器部門 493,563 84.7 

システム・関連機器部門 435,065 53.6 

電子機器部門 631,965 61.6 

その他 433,739 90.9 

小計 3,148,146 66.3 

製品 電子機器部門 9,524 80.8 

合計 3,157,671 66.3 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 14,000,000 

計 14,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成19年12月14日) 

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名 

内容 

普通株式 5,400,000 5,400,000 
ジャスダック証券

取引所 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

計 5,400,000 5,400,000 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～

平成19年９月30日 

  

―  5,400,000 ―  1,731,746  ― 2,214,085 



(5）【大株主の状況】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社立花エレテック 大阪市西区西本町１丁目13番25号 1,642 30.41 

有限会社阪野興産 大阪府河内長野市三日市町1112番地 425 7.89 

株式会社サンセイテクノス 大阪市淀川区西三国１丁目１番１号 272 5.04 

阪野 正廣 大阪府和泉市 263 4.89 

因幡電機産業株式会社 大阪市西区立売堀４丁目11番14号 200 3.70 

大電社取引先持株会 大阪市浪速区日本橋西１丁目６番17号 192 3.56 

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝３丁目33番１号 170 3.15 

エスアイエス セガ インタ

ーセトル エージー 

（常任代理人 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行決済事業部） 

BASLERSTRASSE100．CH-4600 OLTEN 

SWITZERLAND 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

129 2.39 

日本航空電子工業株式会社 東京都渋谷区道玄坂１丁目21番２号 100 1.86 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号  90 1.67 

計 ― 3,484 64.54 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 単元未満株式には当社所有の自己株式976株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

普通株式 

27,000 

― 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,327,000 5,327 同上 

単元未満株式 普通株式     46,000 ― 同上 

発行済株式総数 5,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 5,327 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社大電社 

大阪市浪速区日本橋西

１丁目６番17号 
27,000 ― 27,000 0.50 

計 ― 27,000 ― 27,000 0.50 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 510 501 500 500 460 431 

最低（円） 471 474 485 480 414 368 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金 ※２ 2,433,581     2,578,117     2,487,956     

２ 受取手形  ※４  1,080,731     755,715     854,577     

３ 売掛金   1,932,476     1,402,328     1,432,499     

４ 有価証券   204,526     419,636     459,547     

５ たな卸資産   396,423     274,991     286,060     

６ その他   23,753     24,255     43,260     

７ 貸倒引当金   △75,755     △66,086     △67,264     

流動資産合計     5,995,738 65.3   5,388,957 63.9   5,496,636 64.0 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※１                   

(1）建物   146,942     136,348     142,155     

(2）土地 ※2,3 923,590     923,590     923,590     

(3）その他   24,190     23,912     21,000     

有形固定資産合計   1,094,723   11.9 1,083,851   12.9 1,086,747   12.6 

２ 無形固定資産   33,081   0.4 80,502   0.9 57,224   0.7 

３ 投資その他の資産                     

(1）投資有価証券 ※２ 1,923,024     1,659,095     1,691,286     

(2) 関係会社株式   ―     118,393     123,666     

(3）その他   135,976     105,999     139,390     

(4）貸倒引当金   △1,778     △3,191     △1,734     

投資その他の 
資産合計 

  2,057,222   22.4 1,880,296   22.3 1,952,608   22.7 

固定資産合計     3,185,027 34.7   3,044,650 36.1   3,096,580 36.0 

資産合計     9,180,766 100.0   8,433,608 100.0   8,593,217 100.0 

                      

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形 ※2,4 730,288     519,115     478,291     

２ 買掛金 ※２ 976,667     637,518     646,539     

３ 未払法人税等   15,433     9,453     9,533     

４ 賞与引当金   64,801     49,700     47,700     

５ その他   73,113     80,058     62,860     

流動負債合計     1,860,304 20.2   1,295,846 15.4   1,244,925 14.5 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期未払金   ―     115,350     ―     

  ２ 繰延税金負債   115,620     119,150     143,754     

３ 退職給付引当金   225,537     214,164     220,977     

４ 役員退職慰労引当
金 

  112,000     ―     115,800     

５ その他   1,740     1,940     1,740     

固定負債合計     454,898 5.0   450,604 5.3   482,272 5.6 

負債合計     2,315,203 25.2   1,746,451 20.7   1,727,197 20.1 

（純資産の部）                     

 Ⅰ 株主資本                     

  １ 資本金     1,731,746 18.9   1,731,746 20.5   1,731,746 20.1 

  ２ 資本剰余金                     

   (1) 資本準備金   2,214,085     2,214,085     2,214,085     

      資本剰余金合計     2,214,085 24.1   2,214,085 26.2   2,214,085 25.8 

  ３ 利益剰余金                     

  (1) 利益準備金   109,807     109,807     109,807     

  (2) その他利益  
剰余金 

                    

     別途積立金   3,660,000     3,160,000     3,660,000     

     繰越利益剰余金   △194,129     109,897     △249,192     

    利益剰余金合計     3,575,677 38.9   3,379,704 40.1   3,520,614 41.0 

  ４ 自己株式     △12,583 △0.1   △14,661 △0.1   △13,500 △0.2 

    株主資本合計     7,508,925 81.8   7,310,874 86.7   7,452,944 86.7 

 Ⅱ 評価・換算差額等                     

  １ その他有価証券 
   評価差額金 

    160,633 1.7   180,278 2.1   217,070 2.5 

  ２ 土地再評価差額金     △803,995 △8.7   △803,995 △9.5   △803,995 △9.3 

   評価・換算差額等 
  合計 

    △643,362 △7.0   △623,717 △7.4   △586,925 △6.8 

   純資産合計     6,865,563 74.8   6,687,156 79.3   6,866,019 79.9 

   負債純資産合計     9,180,766 100.0   8,433,608 100.0   8,593,217 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,763,429 100.0 3,157,671 100.0   8,260,727 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,115,891 86.4 2,692,175 85.3   7,103,657 86.0

売上総利益     647,538 13.6 465,495 14.7   1,157,070 14.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費     657,415 13.8 595,932 18.8   1,253,134 15.2

営業損失     9,877 △0.2 130,436 △4.1   96,064 △1.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   41,838 0.9 60,426 1.9   68,801 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   4,072 0.1 2,442 0.1   6,865 0.1

経常利益又は 
経常損失（△） 

    27,888 0.6 △72,452 △2.3   △34,128 △0.4

Ⅵ 特別利益 ※３   12,118 0.2 1,500 0.0   20,651 0.3

Ⅶ 特別損失  ※４    11,333 0.2 1,789 0.0   15,256 0.2

税引前中間純利益又
は税引前中間(当期)
純損失（△） 

    28,673 0.6 △72,741 △2.3   △28,734 △0.3

法人税、住民税及び
事業税 

  11,006   3,675 8,661   

法人税等調整額   241,104 252,110 5.3 ― 3,675 0.1 241,104 249,765 3.1

中間(当期)純損失     223,437 △4.7 76,416 △2.4   278,499 △3.4

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,731,746 2,214,085 2,214,085 109,807 3,660,000 93,832 3,863,639 △11,909 7,797,561 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当（千円）(注）           △64,524 △64,524   △64,524 

中間純損失（千円）           △223,437 △223,437   △223,437 

自己株式の取得（千円）               △674 △674 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動 

額（純額）（千円） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
― ― ― ― ― △287,961 △287,961 △674 △288,635 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
1,731,746 2,214,085 2,214,085 109,807 3,660,000 △194,129 3,575,677 △12,583 7,508,925 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
231,406 △803,995 △572,589 7,224,971 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当（千円）(注）       △64,524 

中間純損失（千円）       △223,437 

自己株式の取得（千円）       △674 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動 

額（純額）（千円） 

△70,772 △70,772 △70,772 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△70,772 ― △70,772 △359,408 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
160,633 △803,995 △643,362 6,865,563 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,731,746 2,214,085 2,214,085 109,807 3,660,000 △249,192 3,520,614 △13,500 7,452,944 

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の取崩（千円）         △500,000 500,000 －   － 

剰余金の配当（千円）           △64,493 △64,493   △64,493 

中間純損失（千円）           △76,416 △76,416   △76,416 

自己株式の取得（千円）               △1,160 △1,160 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動 

額（純額）（千円） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － △500,000 359,090 △140,909 △1,160 △142,070 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
1,731,746 2,214,085 2,214,085 109,807 3,160,000 109,897 3,379,704 △14,661 7,310,874 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
217,070 △803,995 △586,925 6,866,019 

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の取崩（千円）       － 

剰余金の配当（千円）       △64,493 

中間純損失（千円）       △76,416 

自己株式の取得（千円）       △1,160 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動 

額（純額）（千円） 

△36,791 △36,791 △36,791 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△36,791 － △36,791 △178,862 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
180,278 △803,995 △623,717 6,687,156 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平19年３月31日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,731,746 2,214,085 2,214,085 109,807 3,660,000 93,832 3,863,639 △11,909 7,797,561 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当（千円）(注）           △64,524 △64,524   △64,524 

当期純損失（千円）           △278,499 △278,499   △278,499 

自己株式の取得（千円）               △1,591 △1,591 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額）（千円） 

                  

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － － △343,024 △343,024 △1,591 △344,616 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,731,746 2,214,085 2,214,085 109,807 3,660,000 △249,192 3,520,614 △13,500 7,452,944 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
231,406 △803,995 △572,589 7,224,971 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（千円）(注）       △64,524 

当期純損失（千円）       △278,499 

自己株式の取得（千円）       △1,591 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額）（千円） 

△14,335 △14,335 △14,335 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△14,335 － △14,335 △358,951 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
217,070 △803,995 △586,925 6,866,019 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税引前中間（当期）
純利益（純損失△） 

  28,673 △72,741 △28,734

２ 減価償却費   10,903 13,701 21,931

３ 引当金の増加（減少
△）額 

  3,490 △120,334 △22,904

４ 受取利息及び受取配
当金 

  △15,725 △20,835 △27,942

５ 有価証券売却益   △3,339 △20,934 △3,339

６ 関係会社出資金 
評価損 

  11,333 ― 11,333

７ 売上債権の減少額   39,290 128,954 765,423

８ たな卸資産の減少
（増加△）額 

  △40,768 11,069 69,594

９ 仕入債務の増加 
（減少△）額 

  102,249 31,803 △479,876

10 長期未払金の 
増加額 

  ― 115,350 ―

11 その他   △828 △5,965 △6,117

小計   135,280 60,067 299,368

12 利息及び配当金の受
取額 

  15,534 20,345 26,782

13 法人税等支払額   △55,811 △4,300 △88,067

14 法人税等還付額   ― 28,639 ―

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  95,003 104,751 238,083

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入によ
る支出 

  ― △1,100,000 △500,000

２ 定期預金の払戻によ
る収入 

  ― 710,000 ―

３ 有価証券の償還によ
る収入 

  100,000 100,000 204,000

４ 投資有価証券の取得
による支出 

  △162,863 △133,490 △329,409

５ 投資有価証券の売却
による収入 

  13,666 70,460 13,666

６ 無形固定資産の取得
による支出 

  △21,000 △10,151 △47,500

７ 貸付による支出   △24,498 ― △75,124

８ 貸付金の回収による
収入 

  18,892 320 74,408

９ その他   △10,186 23,630 △13,593

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △85,989 △339,229 △673,552

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 自己株式の取得によ
る支出 

  △674 △1,160 △1,591

２ 配当金の支払額   △64,384 △64,200 △64,488

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △65,058 △65,360 △66,079

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  120 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の
減少額 

  △55,923 △299,839 △501,548

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,464,505 1,962,956 2,464,505

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 2,408,581 1,663,117 1,962,956



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

総平均法による原価法によっ

ております。 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

主な耐用年数 

建物  15～50年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利

用可能期間（５年）で償却し

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てる

ため、当中間会計期間に負担

すべき支給見込額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てる

ため、当事業年度に負担すべ

き支給見込額を計上しており

ます。 

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

  (4）役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支

払いに備えるため、内規に基

づく当中間会計期間末要支給

額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

（追加情報）  

 平成19年６月28日開催の定時

株主総会の日をもって取締役及

び監査役に対する役員退職慰労

金制度を廃止し、打ち切り支給

の承認を得ました。 

 これにより、役員退職慰労金

制度廃止日までの期間に対応す

る役員退職慰労金相当額につい

ては、長期未払金として計上し

ております。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支

払いに備えるため、内規に基

づく当事業年度末要支給額を

計上しております。 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

       
５ 中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フ

ロー計算書)における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成の基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

なお、仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺し、流動負債のその他

に含めて表示しております。 

同左 ――――― 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

 計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は6,865,563千円であります。 

 ――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

 計基準） 

  当事業年度より「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

純資産の部と同額であります。 

  なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

   

  ―――――  （固定資産の減価償却の方法） 

  法人税法の改正に伴い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産（建物（附属設備を除く）を除く）に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。 

  この変更が損益に与える影響は軽微であり

ます。 

 ――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

407,017千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

 400,740千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

 396,664千円であります。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

土地     55,434千円

投資有価証券     8,700千円

定期預金    15,000千円

計 79,134千円

土地    55,434千円

投資有価証券 9,120千円

定期預金     15,000千円

計 79,554千円

土地 55,434千円

投資有価証券  9,510千円

定期預金    15,000千円

計     79,944千円

対応する債務 対応する債務 対応する債務 

買掛金     25,409千円

支払手形     10,816千円

計 36,225千円

買掛金    17.526千円

支払手形  8,537千円

計  26,063千円

買掛金  27,766千円

支払手形 11,674千円

計 39,441千円

 ３     ―――――  ３     ――――― ※３ 土地再評価法の適用 

「土地の再評価に関する法律」（平成

10年３月31日 公布法律第34号）及び

「土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律」（平成13年３月31日改

正）に基づき事業用土地の再評価を行

い、当該評価差額を土地再評価差額金

として純資産の部に計上しておりま

す。 

 なお、時価は財産評価通達の定めに

従い算出した価額に基づいて合理的な

調整を行って算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った

事業用土地の当期末における時価の合

計が当該事業用土地の帳簿価額を下回

る金額は 353,663千円であります。 

 なお、第50期（平成17年３月期）に

おいて土地の再評価に係る繰延税金資

産の回収可能性を見直した結果、計上

しないことといたしました。 

再評価を 

行った 

年月日 

平成13年３月31日 

※４ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。 

受取手形  77,730千円 

支払手形     8,510千円 

※４ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。 

受取手形   41,360千円 

支払手形    11,445千円 

※４ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

受取手形   66,370千円 

支払手形   8,388千円 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式に関する事項 

 ２．自己株式に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,000株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  ３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

 ４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

     該当事項はありません。  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 5,220千円

仕入割引  17,058千円

有価証券売却益  3,339千円

受取利息  8,235千円

仕入割引   10,076千円

有価証券売却益 20,934千円

受取利息   12,750千円

仕入割引   29,050千円

有価証券売却益   3,339千円

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

売上割引 3,435千円 売上割引   2,231千円 売上割引 5,463千円

※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの 

貸倒引当金戻入益 12,118千円

   

役員退職慰労引当金

戻入益 
1,500千円

貸倒引当金戻入益 20,651千円

※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの ※４  特別損失のうち主なもの 

  

関係会社出資金評価

損 
11,333千円

固定資産除売却損  1,789千円 関係会社出資金評価

損 
11,333千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 8,950千円

無形固定資産 1,953千円

有形固定資産 8,828千円

無形固定資産 4,873千円

有形固定資産   17,621千円

無形固定資産  4,310千円

 株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 5,400,000 ― ― 5,400,000 

 株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 22,932 1,000 ― 23,932 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 64,524 12 平成18年３月31日 平成18年６月30日 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １．発行済株式に関する事項 

 ２．自己株式に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,400株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  ３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

 ４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

     該当事項はありません。  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １．発行済株式に関する事項 

 ２．自己株式に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,644株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  ３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

 ４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 (２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 5,400,000 ― ― 5,400,000 

 株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 25,576 2,400 ― 27,976 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 64,493 12 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

 株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 5,400,000 ― ― 5,400,000 

 株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 22,932 2,644 ― 25,576 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 64,524 12 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資  
  

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 64,493  利益剰余金 12 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

現金及び  

預金勘定 
  2,433,581千円

預入期間が３

か月を超える

定期預金 

△25,000千円

現金及び現金

同等物 
  2,408,581千円

現金及び  

預金勘定 
 2,578,117千円

預入期間が３

か月を超える

定期預金 

 △915,000千円

現金及び現金

同等物 
  1,663,117千円

現金及び  

預金勘定 
  2,487,956千円

預入期間が３

か月を超える

定期預金 

△525,000千円

現金及び現金

同等物 
  1,962,956千円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額
(千円)

車両及び
運搬具 

4,125 3,025 1,100

工具器具
及び備品

57,067 10,929 46,138

合計 61,193 13,954 47,238

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車両及び
運搬具 

4,125 3,850 275

工具器具
及び備品

56,981 18,959 38,021

合計 61,106 22,809 38,297

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

車両及び
運搬具 

4,125 3,437 687

工具器具
及び備品 

60,117 16,574 43,542

合計 64,243 20,012 44,230

  ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額 

２ 未経過リース料中間期末残高

相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当

額 

  １年内    7,741千円

１年超     40,615千円

合計   48,357千円

１年内     11,758千円

１年超    31,164千円

合計    42,922千円

１年内     12,323千円

１年超     36,797千円

合計  49,121千円

  ３ 当中間期の支払リース料、減

価償却費相当額及び支払利息

相当額 

３ 当中間期の支払リース料、減

価償却費相当額及び支払利息

相当額 

３ 当期の支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息相当

額 

  支払リース料    5,389千円

減価償却費相当額   5,640千円

支払利息相当額 194千円

支払リース料    6,847千円

減価償却費相当額   5,933千円

支払利息相当額 648千円

支払リース料    7,827千円

減価償却費相当額   11,698千円

支払利息相当額 346千円

  ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法によ

っています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース資産計

上価額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっており

ます。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末） 

１ 時価のあるもの 

 （注） 有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価の40％以上下落した場合、すべて減損処理を行っております。

また、時価が取得原価の30％以上40％未満下落した場合には、財務状況や回復可能性等を総合的に判断して、

必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

（当中間会計期間末） 

１ 時価のあるもの 

 （注） 有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価の40％以上下落した場合、すべて減損処理を行っております。

また、時価が取得原価の30％以上40％未満下落した場合には、財務状況や回復可能性等を総合的に判断して、

必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

（前事業年度末） 

１ 時価のあるもの 

 （注） 有価証券の減損に当たっては、時価が取得原価の40％以上下落した場合には減損処理を行っております。ま

た、時価が取得原価の30％以上40％未満下落した場合には、財務状況や回復可能性等を総合的に判断して、必

要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

区分 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

その他有価証券 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 739,298 1,014,803 275,504 

② 債券       

    国債・地方債 44,000 43,981 △19 

社債 1,073,825 1,068,767 △5,058 

計 1,857,124 2,127,551 270,427 

区分 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

その他有価証券 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 709,808 1,007,941 298,133 

② 債券       

    国債・地方債 74,000 74,130 130 

社債 1,119,997 1,115,053 △4,944 

計 1,903,805 2,197,125 293,319 

区分 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

その他有価証券 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 755,844 1,115,577 359,733 

② 債券       

国債・地方債 44,000 44,095 95 

社債 1,119,939 1,114,826 △5,112 

計 1,919,783 2,274,499 354,715 



（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

（持分法損益等） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利

用しておりませんので該当事項はあ

りません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社は、ストックオプション等に関す

る該当事項はありません。 
同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社の関連会社は損益等からみて重要

性が乏しいため、記載を省略しており

ます。 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

２ １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

        該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

１株当たり純資産額     1,277円 6銭          1,244円 81銭        1,277円 54銭 

１株当たり中間(当期)純損失  41円56銭     14円 22銭   51円 81銭 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純損失(千円) 223,437 76,416 278,499 

普通株主に帰属しない金

額（千円） 
 ―   ― ―   

普通株式に係る中間（当

期）純損失(千円) 
223,437 76,416 278,499 

普通株式の期中平均株式

数（株） 
5,376,697 5,373,281 5,375,771 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第52期） 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

  平成19年６月28日 

近畿財務局長に提出。 

(2) 自己株券買付状況報告書         

報告期間（自平成19年10月１日 至平成19年10月31日）平成19年11月15日近畿財務局長に提出 

  報告期間（自平成19年９月１日 至平成19年９月30日）平成19年11月19日近畿財務局長に提出 

  報告期間（自平成19年11月１日 至平成19年11月30日）平成19年12月12日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月13日  

株式会社大電社      

  取締役会  御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 丹治 茂雄  ㊞ 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山田 美樹  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社大電社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第52期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社大電社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成19年12月13日  

株式会社大電社      

  取締役会  御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 丹治 茂雄  ㊞ 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山田 美樹  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社大電社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第53期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社大電社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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